Did the Tokugawa Shogunate Inform the Feudal Domains of the Publishing Laws ? by Yamamoto, Hideki
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要
第49号　2020年３月　抜刷
Journal of Humanities and Social Sciences
Okayama University Vol. 49 2020
山　本　秀　樹
YAMAMOTO, Hideki
Did the Tokugawa Shogunate Inform the Feudal Domains


















思い込まれていたフシのある江戸 代の 版法に関して、ともかくも江戸時代の三都（江戸・京都・大阪）における出版 令の異同――その異の多さと同の少なさ――について明らかにした拙著『江戸時代三都出版法大概』 （岡山大学文学部、平成二十二年）によって、同時にその後に不明となった問題は当然、江戸時代その他の地域、都市 おいて出版法はどうなっていた か、ということである。　
武家諸法度によって万事幕府統治に習うことになっていたとは言え、
































































く藩が受け ったすべての法令を、受けとった 記録してい 史料と、そこから法令的なものを抽出して（逆に言えば以後に法的効力持たないものを削除して）記録した史料と思われる。　
岡山藩の史料は、その収録法令内容から考えて、後々まで法的効力
を発するものだけを選択して、受けとった年次順に記録した史料である。　






















――以下総称を「歴代御制禁」と仮称する――は徳川将軍代々の法令を年次順に収録するが、一見して他の藩の幕府法令史料にない、幕府行事に藩の石高に応じてどのように参加せよといった類の通達をふくんでいる。それはつまり『憲教類典』の「御誕生之部」や「御法事之部」に収録されるような部類のものである。 （ただし、初期の家康・秀忠等に関しては全体に収録法令数 少なく、そ ような類は見えない。以後とは史料としての性格が異なるように思われる。 ）　
このような通達は、当然後々までの法的効力を持たない（そのよう
な行事が再度行われる場合、幕府から再度、同様の通達指令がなされることになる） これを記録 残しておくことは次代 藩主・藩参考になるかも知れないが、法制度として藩域 これを適応す といったことを考慮す 必要のない通達である。熊本藩の史料はこ ような通達までもふくめて、受け取る側の藩 は の「制禁」として認識したということを教えてくれて、むしろ興味深く、 『憲教類典』
























































































































い高札の一条。これは前節で扱った熊本藩においても当然『綱吉公御代御制禁』 中に記録されている。熊本藩では「天和二年五月廿八日於（老中）阿部豊後守殿宅御渡候御高札之案文之写」とされており、伝達月日と方法まで明らかである。また、村方の法令を集めた『井田衍義』廿一「県令条目」 「御惣庄屋十ケ条」 「○御高札之面堅相守可申事」七三三（ 『藩法集』七熊本藩、 創文社、 昭和四十一年）にも見える。　
高札は全国高札場に立てられ、庶民に対して周知されたという。触




























目付）藤堂伊予守殿ニ而御渡候御書附之写」が記録されている。 『井田衍義』廿一「県令条目」 「御惣庄屋十ケ条 「○灸針之儀御書附之趣相守可申事」七五九にも見える。　
③享保八年（












































































































きず、その限りにおいてなんとも判断の付けようがないが、しかし本令は岡山藩法集の『法例集』にも収録されており（後述） 、岡山藩内においても尊重され、刑 とし 処遇されたらしい。幕府からの本令の通達はこれ以前にもあり、その法的意図について情報を得ようとして「尋ね」 、その情報を得た文面を尊重して、記 にとどめるのはこちらにしたという可能性が皆無ではないように思われるので、本稿においては本令 伝 に関する問題については未考 とどめ 。　
本史料には、わざわざ幕府奏者番兼寺社奉行の用人にその見解を尋





を出版法でないという風に処理して、ここまで出版法はないと述べてきたことについては批判もあり得る。しかしながら、本節 取り扱う触書の中で本令だけが藩法として位置づけら た（後述）ことにつては、まちがいなく第一条の刑法としての性格があずかって力大きく、他の出版法がまったく藩に送られなかった可能性が高く あるいは現に藩法に取り入れられてはおらず、 （くりかえしになるが）本令のみが藩法とし たことを考慮に入れ とき、本令を出版法として扱うわけ いかないように思われる。　
④享保十五年（





























































目録を作成させている。吉宗政権は日本国中に存在するすべての記録・日記の存在を把握す つもりであったらしい。少なくとも江戸本屋仲間に対してはすでに書籍総目録を享保七年に作成させ、差し出させていた（ 『江戸時代三都出版法大概』二一五ページ） 諸家の所伝蔵
書が目的の本令の町触は行われていない。　
⑦宝暦四年（
















































































































































































































































ようである（第四冊「類纂」 ） 。　『庶物類纂』は直接加賀藩に関わる書物だったので、加賀藩に対してのみ出された達や報償の目録 もふくまれている。 （次の引用では、仮に通し番号を付け、丁の境目に括弧でく った丁数（算用数字）と表裏（オ・ウ）を示し 。 ）　①











































































































































筋の部」 （ 『撰要類集』 ）や「公事訴訟幷借金買掛等之 」 （ 『寛保』 ）に当たるような部立てを見出すことができないので、岡山藩『
東
御法令』




























































































































































































の地域を瞥見した すぎない。それでもおそらくは、江戸時代の他藩においてもそ 法的状態にさほどの大きな相違が するとは思われず一定の認識は獲得し得たものと思われる。ただしかし、各地地方
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第四十九号（二〇二〇・三）
（34）
研究進展の一環として、各地地方出版の前提となっていたはずの、各地における法令史料が、―― における伝存史料的制約のもとでということにな ほかない 今後、それぞれに確認され、本稿の認識が検証され、また、各地地方出版隆盛の法環境的動因――つまりは野放し状態であったということ――が解明されていくことが望まる。〈注〉（１）
 本稿で使用する熊本大学附属図書館寄託永青文庫所蔵史料は全複写を許可しないタイプの文庫史料である。本稿における記述は閲覧時に取った限りの筆者の記録による。
（２）
 多くの大学図書館に所蔵され 古い目録永青文庫『細川家旧記・古文書分類目録』正篇（熊本大学法文学部、 昭和四十四年）によ と『歴代御制禁』はこれですべてだが、熊本大学附属図書館（他全国十大学図書館）で閲覧できる新しい目録『 寄託永青文庫資料総目録』 （平成二十七年） は『家宣公御代御制禁』も掲載されていた。だからと言って資料を即座に閲覧 きる性格の文庫ではないので、今のところこの報告は家宣時代をのぞいたものである。
（３）

























































 田籠博「丹羽正伯の『庶物類纂』編集と「産物帳」 」 『島大言語文化――島根大学法文学部紀要言語文化学科編――』三五（平成二十五年十月） 、同「萩藩における産物帳の編纂過程」 『島根大学法文学部紀要』文学科編一六―Ⅰ（平成三年十二月）等。
（
10）
 加賀藩の史料が集成された『加賀藩史料』 （第六編
　
自正徳四年／至
元文貳年、清文堂、昭和八年初版・昭和四十五年復刻版）にも見当たらないようである。
〈付
 記〉
本稿は平成
31年度～平成
34年度科学研究費助成事業（学術研究助
成基金助成金（基盤研究（Ｃ） ）課題番号一九Ｋ〇〇三二一研究課題名「日本近世出版法制と文学規制に関する研究」による成果の一部である。

